自リ様式１２の４

　　申請書類チェックリスト（破砕業）

第１　許可申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾁｪｯｸ欄

	破砕業許可（許可の更新）申請書（自リ様式８）
	□

	破砕業の事業の範囲の変更許可申請書（自リ様式１０）
	□


第２　添付書類等

	１
	事業所付近の見取図（縮尺2,500分の1～5,000分の1程度）

　注　更新時変更ない場合は省略
	□

	　
	　事業所以外に使用済自動車又は解体自動車の保管場所がある場合は保管場所付近の見取図及び看板設置例
	

	２
	事業の用に供する施設の構造を明らかにする図面（平面図・立面図・断面図・構造図）
設計計算書　注　更新時変更ない場合は省略

	　
	

	　
	(1)
	解体自動車保管場所　
	（平面図には保管範囲、範囲の明示方法と最大保管台数がわかる図を記載）
	□

	　
	(2)
	破砕前処理施設
	（構造図、処理能力の計算書等）
	□

	　
	(3)
	圧縮又はせん断後の解体自動車保管場所
	（(1)に同じ。圧縮、せん断後は保管基準が変わるので留意する。）
	□

	　
	(4)
	破砕施設
	（構造図、処理能力の計算書等）
	□

	　
	(5)
	破砕残さ保管場所
	（平面図、立面図、床面の構造、保管量がわかる図面）
	□

	　
	(6)
	油水分離槽及び排水溝
	（排水処理施設がある場合、平面図、立面図、構造図、油水分離槽の容量計算書等）
	□

	　
　
	(7)


	事業所全体の囲いと出入口（解体自動車保管場所が囲われていない場合に必要）
（囲いの平面図、囲いと出入口の構造がわかる図面）
（出入口は写真添付でも可）
	□

	３
	施設の所有権（又は使用権原）を証する書類　注　更新時変更ない場合は省略

	　
	事業所（保管場所を含む）の地番を確認できる図面（地番図、公図等）
	□

	
	申請者所有の土地・建物である場合、不動産登記事項証明書（土地、建物）
	□

	
	申請者所有の施設又は設備の場合、購入契約書、納品書、償却資産税種類別明細書等。
	□

	
	施設又は設備の所有権がない場合、賃借契約書等の写し又は借用書の写し等。
	□

	
	運搬車輌の荷台・ナンバーがわかる写真（前面、側面）、車検証。


	□

	４
	事業計画書および収支見積書（自リ様式８の２）

	　
　
　
	全体計画には下記の３つのポイントについて、他の項目は記載例を参照して書くこと。
・引取から引渡までの流れを説明する内容
・有用物回収品目、発生廃棄物について
・各工程に係る作業人員数や時間について、記載されたフロー概略図を添付すること。
	□

	　
	解体自動車、シュレッダーダスト等を保管基準を超えて保管している場合には併せて、自リ様式８の３を提出すること。
	□

	５
	申請者が個人の場合（省令第60条第1項第5号、第9号）

	　
　
　
	(1)
　
　
	住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
住民票の写しは、窓口で交付されたものをそのまま添付すること。
　注　発行から３か月を経過していないものを有効とします。
	□

	　
　
	(2)
　
	登記されていないことの証明書
　注　発行から３か月を経過していないものを有効とします。
	□

	　
　
　
	(3)
　
　
	本支店の代表者や契約締結権限のある使用人（政令使用人）の
住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
登記されていないことの証明書
	□

□

	６
	申請者が法人の場合　（省令第60条第1項第6号、第7号、第8号、第9号）

	　
	(1)
　
	定款又は寄付行為　
「当会社の現行定款又は寄付行為に相違ありません」と記入し、日付と法人名及び法人代表者名を記載すること。
	□

	　
	
	
	

	　
　
	(2)
　
	法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
　注　発行から３か月を経過していないものを有効とします。
	□

	　
　
	(3)
　
	役員全員の住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
　　〃　　登記されていないことの証明書

　注　発行から３か月を経過していないものを有効とします。
	□

□

	　
　
　
　
	(4)
　
　
　
	発行済株式総数又は総出資額の１００分の５以上を占める者又は出資している者が
個人の場合　住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
　　　　　　登記されていないことの証明書
法人の場合　法人登記事項証明書（現在事項全部証明書）
	□

□

□

	　
　
　
	(5)
	本支店の代表者や契約締結権限のある使用人（政令使用人）の
住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）　　　
登記されていないことの証明書
	□

□

	
	　
	
	

	
	　
	
	

	７
	申請者が未成年者の場合であり、法定代理人が（省令第60条第1項第10号）

	　
	
	個人の場合　住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
	□

	
	
	　　　　　　登記されていないことの証明書
	□

	
	
	法人の場合　定款又は寄付行為
	□

	
	
	　　　　　　法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
	□

	
	
	　　　　　　役員全員の住民票の写し（本籍地の記載のあるもの）
	□

	　
	
	　　　　　　役員全員の登記されていないことの証明書
	□

	８
　
	欠格要件に該当しないことを誓約する書面
　法人用（自リ様式１４の６）又は個人用（自リ様式１４の５）に申請年月日と同じ日付、申請者の住所・氏名を記載すること。
	□

	９
　
	標準作業書
　標準作業書ガイドラインを参照して作成すること。
	□

	10
　
	申請者から申請手続きを代行する者への委任状
　行政書士などに手続きを委任する場合に必要。
	□

	11　
	許可の更新の申請にあっては、現在の旭川市長の許可証の写し
	□

	注１　住民票の写し、登記されていないことの証明書及び法人登記事項証明書は原本提出を求めますが、提出の際に原本を提示することにより、コピーでの提出も認めます。この際、原本はお返しします。

	注２　先行許可証の使用について
　新規申請及び変更許可申請の場合、北海道内の次の許可証の原本を提示することにより、書類のうち一部を省略することが可能です。
　使用可能な許可証（現在有効な次の許可証のうち、先行許可証の提示なしで許可を受けたもの）
　　解体業、破砕業（変更許可を含む。）、産廃収集運搬又は処分業（変更許可を含む。）
　省略可能な書類　　　上記５の(2)、(3)、６の(3)、(4)、(5)、７

	注３　更新申請時の書類の省略について

　　　内容に変更がない場合に限り、書類の一部を省略します。

　　　　省略可能な書類　　　上記１、２、３

	注４　変更許可申請時の書類の省略について

　上記書類のうち１、２、３は変更に係る分のみ提出し、変更のない分は省略することができます。

	注５　産廃処理施設設置許可（変更許可を含む。）を有している場合の書類の省略について

　　　上記書類のうち１、２の省略が可能です。


第３　申請手数料

担当窓口で書類の受付を行い、納付書の発行を受け、市役所又は指定金融機関で現金を振り込み，領収証書を持参してください。

なお、手続きに来られる場合、または、郵送での書類の受付や領収証書を持参できない場合は、担当まで必ず御連絡ください。

　　　破砕業許可申請手数料　　　　８４，０００円

　　　破砕業許可更新申請手数料　　７７，０００円

　　　破砕業変更許可申請手数料　　６７，０００円

第４　自動車リサイクルシステムへの事業者登録

新規の場合、市役所で登録手続後、自動車リサイクルシステムへの事業者登録の窓口である自動車リサイクルシステム事業者情報登録センターで事業者登録を行ってください。

なお、更新の場合、自動車リサイクルシステムでの手続は不要です。

自動車リサイクルシステム　　　http://www.jars.gr.jp/
第５　担当

旭川市環境部環境指導課廃棄物指導係

〒070-8525　旭川市７条通９丁目

TEL　0166(26)1111　内線

・登記事項証明書に関すること（お近くの法務局にお尋ねください。）

　旭川地方法務局

　　旭川市宮前１条３丁目３番１５号　旭川合同庁舎

　　0166(38)1111

・自動車リサイクルシステムに関すること

　自動車リサイクルシステムコンタクトセンター（コールセンター）

　050(3786)7755

